
 

 

 

現金なくても受診できま

す 台風被災者へ厚労省告知 

「台風 19 号で被災された皆様の医療機関

等での窓口での支払いは不要です」―厚生

労働省ホームページに大きく告知されてい

ます。「罹災（りさい）証明書の提示は必要

なく、窓口での口頭申告で構いません」と

強調されています。対象となるのは、「住家

の全半壊、全半焼、床上浸水又はこれに準

ずる被災をした」場合などです。「被災され

た方が…医療機関等の窓口で…該当する旨

を申告すれば、窓口での支払いは不要です」

としています。 

 

被災にともなう保険証の紛失の際は 

氏名、生年月日、連絡先（電話番号等）、加

入している医療保険者が分かる情報（職場

や住所）を窓口で伝えましょう。 

 

国民健康保険証の再発行 

長野市の国民健康保険証の再発行は、 

国民健康保険課もしくは支所（豊野、長沼

を除く）で再発行可能とのことです。本人

確認（運転免許証等）できるものをお持ち

ください。 

 

 

 

 

住宅被害 被災者支援

制度をいかそう 
災害により住宅に損傷が出た場合、被災

者生活再建支援制度と災害救助法にもとづ

く応急修理があります。 

 

□被災者生活再建支援制度 

 住宅の被害の程度に応じて、最大 300 万

円の被災者生活再建支援金が支給されます。 

（下図 しんぶん赤旗より） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請に必要な書面は、申請書、住民票、罹

災（りさい）証明書、預金通帳の写し、契

約書などです。 

憲法をいかして安心して暮らせる社会保障の実現を     2019 年 10 月④号 

長野地区社会保障推進協議会ニュース

長野地区社保協は、社会保障についての相談窓口です。 

社会保障制度の改善をめざして、労働組合、医療、福祉関連の諸団体、 

市民団体、女性団体などが共同して運動をすすめる組織です。（活動地域：長野市、上水内郡） 
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□災害救助法修理制度 

 住宅が「半壊」し、自ら修理する資力が

ない世帯にたいして、住宅の居室、台所、

トイレなど日常生活に必要な最小限度の部

分を応急的に修理する制度です。被災者が

依頼した工事業者（自治体の指定業者）が

市町村に見積書を提出し、市町村が業者に

工事を依頼、工事完了後に業者に市町村か

ら工事費用を支払います。最大 59 万 5000

円分の現物支給になります。 

 

※見積書の提出がないと対象外となります。また

発災後１か月以内に工事が完了することと定めら

れています。制度の改善が必要です。 

 

 

罹災
り さ い

証明の申請にあたっ

て 留意すること 

 罹災（りさい）証明書は、災害で被災し

た住宅や物置などの「被害の程度」を市町

村長が証明するものです。「被害の程度」に

は、「全壊」「大規模半壊」「半壊」「一部損

壊」などがあります。 

 

① 被災者による市町村への申請 

② 市町村による被害状況の調査 

③ 罹災証明書の発行 

④ 各種被災者支援措置 

…の流れになります。 

 被災者生活再建支援金の支給や住宅の応

急修理、義援金の配分など、ほとんどの支

援制度が罹災証明書の提出を義務づけてい

ます。 

 

  

なお 10月１日の武田良介参院議員（共産）

への国会答弁は、屋根や天井などの損傷面

積を過小評価しないこと、また下図の別表

（しんぶん赤旗より）のような損傷が一つ

でもあれば、半壊以上の認定にあたるとさ

れています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記のような被害の状況を写真に残してお

くことが重要です。 

  

 長野市の罹災証明書の申請は市役所・支

所（豊野・長沼を除く）で行えます。また

委任状により代理人が行うこともできます。 

それから、罹災証明の認定結果に納得がい

かない場合は証明書交付後でも再調査を依

頼できます。 

 

事務局 〒380-0814 長野市西鶴賀町 1570 長野医療生協内 Tel:026-234-1476/Fax:026-234-1493 


